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 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社１社を有しておりますが、重要性の観点から持分法

損益等の注記を省略しているため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期 

第３四半期累計期間 
第31期 

第３四半期累計期間 
第30期 

会計期間 
 自平成22年４月１日 
 至平成22年12月31日 

  

 自平成23年４月１日 
 至平成23年12月31日 

  

 自平成22年４月１日 
 至平成23年３月31日 

  

売上高（千円）  7,334,513  6,717,049  9,418,426

経常利益（千円）  395,925  340,716  434,970

四半期（当期）純利益（千円）  394,692  146,180  412,242

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  2,155,352  2,155,352  2,155,352

発行済株式総数（千株）  16,623  16,623  16,623

純資産額（千円）  3,616,747  3,775,156  3,634,450

総資産額（千円）  13,222,349  13,558,615  12,870,904

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 23.81  8.82  24.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  27.35  27.84  28.24

回次 
第30期 

第３四半期会計期間 
第31期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
 自平成22年10月１日 
 至平成22年12月31日 

  

 自平成23年10月１日 
 至平成23年12月31日 

  

１株当たり四半期純利益金額 

（円） 
 11.83  4.02

２【事業の内容】



   当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

  

   当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）経営成績の分析 

  当第３四半期累計期間の国内外経済は、海外において、米国の住宅市場が依然低迷していること、欧州ソブリン

債務問題の不安拡大等により、米国経済は一部明るい兆しが見られるものの本格回復には至らず、欧州経済はさら

に悪化しており、また、日本経済は、東日本大震災の復興需要等の景気押し上げ要因があるものの、米欧経済の低

迷と長引く円高により景気鈍化が懸念され、全体として大変厳しい状況となりました。 

 当社の属するファインケミカル業界は、国内外経済の減速傾向に加え、日本のサプライチェーンの問題により世

界の自動車産業が減速したことにより、売上高ベースで厳しい状況となりました。また、収益環境においても、円

高の状況が続く中、グローバルな販売価格競争は続いており依然厳しい状況となりました。 

 このような状況の下、当社の第３四半期累計期間の業績は、東日本大震災、福島第１原子力発電所事故の影響に

加え、この10月からは米欧経済の低迷の影響から紫外線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤の海外

向け販売数量が前年の同時期と比較し半減の状況となり、売上高は6,717百万円（前年同四半期比8.4%減）と厳し

い状況となりました。利益面は、東日本大震災、福島第１原子力発電所事故による供給サイド不足の悪影響及び原

材料価格の高騰による影響をかなり懸念しておりましたが、生産休止となるような事態は回避でき、また、原材料

の価格上昇分はリーゾナブルな範囲で販売価格へ転嫁できたことと一部の製品でコスト削減効果がでてきたこと等

により、売上高減少に伴う減益要因があるものの、営業利益432百万円（同16.4％減）、経常利益340百万円（同

13.9％減）を確保することができました。四半期純利益については、法人税等114百万円、固定資産除却損等特別

損失80百万円を計上したことにより、146百万円（同63.0％減）となりました。 

   

 セグメント別の業績は次のとおりであります。            

  

  （化学品事業） 

   当第３四半期累計期間の売上高は、グローバルな販売競争が依然続く中、東日本大震災、福島第１原子力発電所事

故に伴う放射能問題と10月以降、世界経済の景気低迷などの影響に伴い、主力の紫外線吸収剤の海外向け販売数量が

前年の同時期と比較し半減のペースとなり、前年同四半期比891百万円の大幅な減収となりましたが、製紙用薬剤、

受託製品、電子材料などが前年同四半期比で増収となった結果、全体では同618百万円減の5,917百万円（前年同四半

期比9.5％減）となりました。また、セグメント利益では634百万円（同4.6％減）を計上いたしました。 

     

  （ホーム産業事業） 

 当第３四半期累計期間の売上高は、木材保存薬剤では東日本大震災の影響に伴う関東以北での減収要因がありまし

たが、新規OEMブランド製品の上市が貢献し、全体では800百万円（前年同四半期は798百万円）とほぼ横這いで推移

いたしました。また、セグメント利益では82百万円（同14.7％減）を計上いたしました 

    

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



 （2）財政状態の分析 

 当第３四半期会計期間末（以下「当四半期末」という）の総資産は、前事業年度末（以下「前期末」という）比

687百万円増加し、13,558百万円となりました。流動資産は同837百万円増の8,661百万円、固定資産は同146百万円

減の4,882百万円、繰延資産は同3百万円減の14百万円となりました。 

 流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金の増加額591百万円、たな卸資産の増加額202百万円、受取手形及び

売掛金の増加額39百万円によるものであり、固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産及び無形固定資産の減少

額142百万円によるものであります。 

 当四半期末の負債は、前期末比547百万円増加し、9,783百万円となりました。流動負債は同15百万円減の7,153

百万円、固定負債は同562百万円増の2,629百万円となりました。 

 流動負債の減少の主な要因は、短期借入金の減少額450百万円、賞与引当金の減少額38百万円、支払手形及び買

掛金の増加額153百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加額200百万円、未払法人税等の増加額98百万円などに

よるものであり、固定負債の増加の主な要因は、長期借入金の増加額616百万円などによるものであります。 

 当四半期末の純資産は、前期末比140百万円増加し、3,775百万円となりました。この増加の主な要因は、四半期

純利益が146百万円計上されたこと、その他有価証券評価差額金が5百万円減少したことによるものであります。 

 この結果、自己資本比率は27.8％となりました。  

       

 （3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 （4）研究開発活動 

  当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は167百万円であります。 

  なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  66,000,000

計  66,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  16,623,613  16,623,613
大阪証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  16,623,613  16,623,613 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成23年10月１日～ 

平成23年12月31日 
 －  16,623,613  －  2,155,352  －  1,052,562

（６）【大株主の状況】



   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

    ②【自己株式等】 

  

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。  

(1）役職の異動 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式         53,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    16,478,000  16,478 － 

単元未満株式 普通株式          92,613 － － 

発行済株式総数 普通株式     16,623,613 － － 

総株主の議決権 －  16,478 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ケミプロ化成株式会社 
神戸市中央区京町 

８３番地 
 53,000  －  53,000  0.31

計 －  53,000  －  53,000  0.31

２【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役相談役    － 取締役副社長 － 大前 吉則 平成23年７月１日 



１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,232,603 2,823,841

受取手形及び売掛金 2,276,233 ※  2,315,848

商品及び製品 2,789,689 2,993,811

仕掛品 171,284 102,352

原材料及び貯蔵品 302,374 369,501

その他 70,958 74,340

貸倒引当金 △19,274 △17,833

流動資産合計 7,823,870 8,661,863

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,144,486 1,056,004

土地 2,980,462 2,980,462

その他（純額） 653,642 610,359

有形固定資産合計 4,778,591 4,646,826

無形固定資産 52,768 41,848

投資その他の資産   

投資有価証券 99,139 92,202

その他 118,485 120,909

貸倒引当金 △19,416 △19,056

投資その他の資産合計 198,208 194,055

固定資産合計 5,029,568 4,882,730

繰延資産 17,465 14,021

資産合計 12,870,904 13,558,615

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,428,262 ※  1,581,993

短期借入金 4,400,000 3,950,000

1年内返済予定の長期借入金 815,424 1,016,398

未払法人税等 19,193 118,045

賞与引当金 63,971 25,785

その他 442,405 461,350

流動負債合計 7,169,256 7,153,573

固定負債   

社債 250,000 250,000

長期借入金 963,427 1,579,475

退職給付引当金 262,082 279,903

環境対策引当金 2,172 2,172

その他 589,515 518,334

固定負債合計 2,067,196 2,629,884

負債合計 9,236,453 9,783,458



（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,155,352 2,155,352

資本剰余金 1,052,562 1,052,562

利益剰余金 432,630 578,810

自己株式 △13,763 △13,813

株主資本合計 3,626,782 3,772,912

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7,668 2,244

評価・換算差額等合計 7,668 2,244

純資産合計 3,634,450 3,775,156

負債純資産合計 12,870,904 13,558,615



（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

売上高 7,334,513 6,717,049

売上原価 5,975,479 5,382,439

売上総利益 1,359,034 1,334,609

販売費及び一般管理費 841,342 901,825

営業利益 517,692 432,784

営業外収益   

受取利息 118 61

受取配当金 2,366 2,911

受取賃貸料 25,104 25,067

その他 8,067 9,063

営業外収益合計 35,655 37,104

営業外費用   

支払利息 96,978 88,427

その他 60,444 40,745

営業外費用合計 157,422 129,172

経常利益 395,925 340,716

特別利益   

貸倒引当金戻入額 7,119 －

特別利益合計 7,119 －

特別損失   

固定資産除却損 － 74,524

環境対策引当金繰入額 2,172 －

環境対策費 － 5,980

特別損失合計 2,172 80,504

税引前四半期純利益 400,873 260,211

法人税、住民税及び事業税 6,180 114,031

四半期純利益 394,692 146,180



   当第３四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

    該当事項はありません。  

  

    該当事項はありません。  

   当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期累計期間に係る四半期 

キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に係る減価償却費（のれんを   

除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

該当事項はありません。   

 該当事項はありません。  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当第３四半期会計期間 
（平成23年12月31日） 

           ────── 

      

※ 期末日満期手形  

    期末日満期手形の会計処理については、当第３四半

期会計期間の末日は金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。期末

日満期手形の金額は次のとおりであります。 

  

  

  

  

受取手形  30,465千円

支払手形 207,145  

（四半期損益計算書関係）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期累計期間 

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日） 

減価償却費 千円 235,019 千円 235,703

のれんの償却額   3,611   3,611

（株主資本等関係）

（持分法損益等）



Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                             （単位：千円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

                        （単位：千円） 

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。   

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

   報告セグメント 
  

合  計 
  化学品事業 ホーム産業事業 

売上高       

   外部顧客への売上高  6,535,954  798,559  7,334,513

   セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －

      計  6,535,954  798,559  7,334,513

 セグメント利益  665,260  96,782  762,042

利   益  金   額 

報告セグメント計  762,042

全社費用（注）  △244,350

四半期損益計算書の営業利益  517,692



Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                             （単位：千円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

                        （単位：千円） 

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。   

  

  
  

 報告セグメント 
  

合  計 
化学品事業 ホーム産業事業 

売上高       

   外部顧客への売上高  5,917,029  800,020  6,717,049

   セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －

      計  5,917,029  800,020  6,717,049

 セグメント利益  634,902  82,508  717,410

利   益  金   額 

報告セグメント計  717,410

全社費用（注）   △284,626

四半期損益計算書の営業利益  432,784



 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

       （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  

       該当事項はありません。 

      該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期累計期間 

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 23 81 円 銭 8 82

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  394,692  146,180

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  394,692  146,180

普通株式の期中平均株式数（千株）  16,573  16,570

（重要な後発事象）

２【その他】



該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケミプロ化成株

式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ケミプロ化成株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月10日

ケミプロ化成株式会社 

取締役会 御中 

 有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 北 本  敏  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 坊 垣 慶二郎 印 

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 


